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非線形の温度フィードバック反応度を有する体系を対象として、瞬時反応度添加の臨界事故で放出される核分裂エネ

ルギーを添加反応度等の関数として表す式を、一点炉動特性方程式に基づいて導出した。一点炉動特性コード AGNES

による数値計算の結果と比較し、両者の差が添加反応度に応じて数十%～4%程度であることを確認した。 
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1. 緒言 臨界事故時の公衆の被ばくを評価するためには、核分裂により生成される放射性物質の量が重要であり、この

ため、臨界事故時の総核分裂数の評価が必要となる。出力の第１ピークにおいて生成された遅発中性子先行核が中性子

源となって、第１ピークに続く出力単調減少[1]を主導するとの考えに基づいて必要な条件を設定し、出力単調減少時に

出力n (W)が満たすべき一点炉動特性方程式の解析解を求めた。この成果は臨界によるリスク評価を効率よく行う手法

の開発に資する。以下では、エネルギーの単位（J）で議論するが、核分裂あたりのエネルギーは約 200MeV であり、

この関係（3.2×10-11 J/fission）を用いればエネルギーは容易に核分裂数に換算できる。 

2. 方程式の導出 瞬時に反応度0（＞＞1$）が添加され、反応度フィードバックは温度上昇のみ（上昇温度の２次関

数）とする。核燃料から容器等への熱の移動は無視できる程度とする。出力単調減少時には、第１ピークにおいて過剰

に生成された遅発中性性先行核の崩壊で生じる中性子によって出力が維持される準定常状態にあると考え、一点炉動特

性方程式のdn/dtはその他の項に比べて小さく、無視できると仮定した。その結果得られる方程式を全放出エネルギー

E (J)について解析的に解くと、第１ピークで生じた核分裂エネルギーをEp (J)[2]、反応度温度係数を1(1/℃), 2(1/℃2)、

熱容量の逆数をKと(℃/J)して、反応度添加時からの時刻 t(s)までに放出された核分裂エネルギーE (J)はこれらの関数

として表される。 
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… Eq.1.  ここで、
21 2A 、0：添加反応度、 

：遅発中性子割合である。 

３．計算結果 TRACY のステップ状反応度添加実験[3]のデータに式１（t = ∞とした）を適用した。一点炉動特性コ

ードAGNES[4]による数値計算結果（t = 10000s）と比較したところ、図１に示すように、超過反応度の十分広い範囲

（2～100$）に対して、両者は概ね近い値を示した。その差は超過反応度が大きくなるほど小さくなり、0 = 3$で33%、

0 = 100$で4%程度であった。数値計算の結果示される、全放出エネルギーの超過反応度に対する非線形的な振る舞い

を、式１の解析結果は概ね再現している。 
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図１：エネルギーの解析解及び数値計算結果の比較 
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